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論文
静態的な組織形成問題
宮 田 将 五日
要約 企業をとりまく環境が複雑であり動態的でもある今日において.企業
がその組織H標を達成し.存続していくためには数多くの問題を解決していか
なければならないが，経営組織論はそのような組織の諸問題を究明することに
よって.企業が応用可能な学問的成果を提示しなければならないのである。そ
の際.組織構造の最適形成問題が重要な問題の I っとしてあらわれてくるが，
その形成目標として静態的な組織形成と動態的な組織形成という 2 つの目標が
区別されている。静態的な枠組みにおいて組織を形成する場合は.現存するポ
テンシャルを企業の 11 棟に適したように徹底利用するということが目指される
一方で.動態的な形成では.組織方策によって，企業における将来の行為ポテ
ンシャルを確保するということがH標とされている。本稿では.静態的な枠組
みにおいて組織形成問題がどのように論じられ.実践に対してどのような学問
的成果が示されているのかを検討している。
キーワード:組織構造.静態的な組織形成と動態的な組織形成.個人の動機
づけ.意思決定の合理性
I はじめに
今日の社会において組織はさまざまな形で、存在しているが.そういったあら
ゆる組織は何らかの H標を達成するために形成されている。したがって，組織
においてはその組織目標を達成することが重要となる。このことは.現代社会
において人聞が生活していくうえで欠くことのできない存在となっている企業
という組織を考えた場合にも当てはまるものである。また.企業が資本主義社
会において存続していくためには利潤を獲得しなければならないが.この意味
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において利潤を獲得することが企業の重要な日標の l つであるということは明
らかであろう。
近年の企業をとりまく環境は非常に複雑であり.同時に動態的でもあるが.
そういった変化の激しい環境の中でトップ・マネジメントが企業 H標を達成し.
企業を存続させていくためには数多くの問題を解決していかなければならない。
経営組織論は.組織の諸問題を究明することによって.企業がその組織目標を
達成する際に応用することができるように学問的成果を提示しなければならな
い。すなわち「組織理論の結果は実際の組織的行為を指導し得るものでなけれ
ばならなぷ」のであり.また 経営学において組織形成の問題を考える場合に
は[マネジメントによって下される組織に関する意思決定の基礎としてふさわ
しい構造モデルを展開しなければならなぷJ のである。
すでに述べたように.経済単位である企業においては利潤を獲得することが
重要な目標の l つである。その目標を達成するために経営組織論の立場から実
践に対してさまざまな理論が提示されているが.本稿では.手段としての組織
を経済的にいかに最適に形成するべきかという観点を重視しているコンセプト
について検討を加えてみたい。
E 組織形成の静態的なコンセプトと動態的なコンセプト
すでに述べたように，企業をとりまく環境が非常に複雑であり，同時に動態
的でもある今日において. トップ・マネジメントが金業目標を達成し企業を
存続させていくためには数多くの問題を解決していかなければならないが.経
営組織論は企業がその組織目標を達成する際に応用することができるような学
1) Grochla. E.: Einf?rung in die Organisationstheorie. 5tuttgart 1978. 5.53. 清水敏允・小間章訳
『組織理論入門』文興堂. 1989年， 50頁。
2) Frese. E.: Grundlagen der Organisation. Entscheidungsorientiertes Konzept der Organisaｭ
tionsgestaltung. 9. Aufl. Wiesbaden 2∞'5. S.579. 
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問的成果を提示しなければならないのである。その際. 2 つの形成目標が区別
されている。すなわち，静態的な枠組みにおける組織形成問題と動態的な枠組
みにおける組織形成問題がそれである。
静態的な組織形成は 企業においてその時その時に適用されている戦略に基
づいて構築されるポテンシャルを企業の目標に適したように徹底利用するとい
うことを目指しているけ企業は倒人間の分業をともなった l つのシステムと考
えることができるが その企業の日標を実現するために最も適した組織構造を
形成することが静態的な組織形成において重要となってくるo つまり，この静
態的な組織形成の際には 企業において現存しているさまざまなポテンシャル
を徹底利用して企業日標を達成する際に 最も適した組織構造を形成するとい
うことが課題となってい20
他方.動態的な組織形成は.企業の将来の行為ポテンシャルを構築すること
を促進するような組織構造を形成するということを目標としている。企業は.
組織的な方策によって.その企業の存続を確保し成果目標の実現を可能にす
るポジションを市場において長期的に獲得することを確保するべきである。そ
の際.経営組織論においては次のような問題.すなわちいかなる組織構造が企
業の戦略をさらに展開するための適した枠組みを作り出すのか，そしてその戦
略を成果の多いように変換させるのかという問題が重要な問題の l つとして検
討されるべきであろう。したがって.動態的な組織形成問題においては.長期
的に有効な組織的な方策によって.将来.おそらく変化する戦略的なドメイン
において行為ポテンシャルを確保するということが重要なれり題となっている。
企業の将来的な行為ポテンシャルは，変化した市場条件に新しい製品と給付に
よって適応するという金業の能力に大きく依存している。したがって動態的な
3) Vgl. Frese. E.: a. a. 0. 5.V. 5.3 und 5.579. 
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組織形成問題の多くは.企業における革新的な活動に関係しているので、ぁ20
静態的な組織形成問題と動態的な組織形成問題のいずれも企業にとっては重
要な問題であることは明らかであるが.動態的な組織形成問題については別の
機会に論じることとし.本稿では静態的な組織形成問題，すなわち企業に対し
てその時その時に与えられている条件の中でその目標を達成するために最も適
した組織構造を形成するという組織形成問題を検討したい。
すでに述べたように.企業が経済単位であるということを考えると.利潤を
獲得することが重要な企業目標の l つであるが，このような経済的視点を重視
する場合.静態的な組織形成問題においては.手段としての組織を経済的にい
かに最適に形成するべきかという観点が重要な問題となる。この問題を考える
場合，次のような 3 つの問題領域を考察することが重要となってくる。まず第
l の問題領域は.企業の組織構造自体の形成問題.つまりどのような組織構造
が企業にとって最適であるのかという問題である。さらに第 2 の問題領域は.
形成した組織. とりわけその内部で活動する個人の行動を目標達成の方向にい
かに導くのかという管理の問題である。最適な組織が形成されたとしても.そ
れがうまく機能しなければ実践にとって有用ではないため.この第 2 の問題領
域も当然重要な問題となってくる。そして最後の問題領域は. トップ・マネジ
メントが下す意思決定の合理性に関する問題である。最適組織形成問題という
意思決定問題を成果の多いように解決するためには.その意思決定が合理的に
下される必要があり この問題を検討することが必要となるのである。以下で
は，これらの問題を概観してみたい。
4) V gl.Frese. E.: a. a. 0. S.V. S.3 und S.579 f. 
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E 組織構造の最適形成問題
組織構造の最適形成問題を検討する場合.そもそもなぜ組織が必要になるの
かという問題から出発しなければならない。その理由は次の 2 つの事実に求め
られる。すなわちそれは.一方では人間の能力が限定されているために組織目
標の達成には個人間の分業が必要になるという事実があるためであり.他方で
は構成員各自が無秩序に活動していては相互依存問題が極めて重大となり.一
定の規則が必要になるという事実があるためである。これらの理由から企業に
おいては組織構造が必要となってくるのである。したがって.組織構造は分業
的な意思決定システムであると考えることができるのであり，組織構造を定義
すると組織構成員の態度を企業目標に方向づけるための規則のシステムである
とされるので、ぁ2。
所与の目標を可能な限り実現するという静態的な形成目標の枠組みにおいて
はさまざまな階層や局面での組織形成問題が重要となってくるが.企業の全体
的な成果に大きな影響を及ぼし，さらに企業の組織構造全体にも影響を及ぼす
という観点からすると，企業部門レベルの組織形成問題が重要な問題の l っと
考えられる)りしたがって.以下では企業部門レベルの組織形成問題に焦点を当
ててみたい口
それでは.この企業部門レベルの組織構造をどのように形成すれば最適なの
であろうか。何をもって最適であるのかという問題が出てくるが，組織が手段
であるという立場からすると.その手段に起因するコストを最小とするように
5) Vgl. Frese. E.: Grundlagen der Organisation. Konzept-Prinzipien-Strukturen. 8. AぱL
Wiesbaden 2(削. S.3-7. 
6) 企業全体の成果に大きな影響を及ぼすという観点からすると. トップ・マネジメントの組織形
成問題も重要な問題の 1 つとなる。これにつレては.宮田将吾「トップ・マネジメントの職務と
組織J r京都学園大学経営学部論集j 第19巻第 2 号. 2010年. 75-92頁も参照されたい。
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組織を形成するという意味において.経済的に最適な組織形成というものを考
えることができる。その場合理論的には自治のコスト (Autonomiekosten) と
調和のコスト (Abstimmungskosten) という考え方に基づいて組織構造を形成す
ることが考えられる。自治のコストとは理論的な最適値と実現した値との差異
(機会原価)であり.内容としては全体を分化させることから生じるコストと
いうことになる o 他方.調和のコストとは自治のコストを減少させるための方
策に必要なコストであり.個々の活動を統合させるためのコストということに
なる。この根底に置かれている考え方は 分業によるメリットとデメリットを
考慮して.そのデメリットである相互依存問題をどの程度まで.あるいはどの
範囲まで解決するのかというものである。相互依存問題を完全に無視すると非
常に大きなコストが生じると考えられるが，反対に相互依存問題を完全に解決
しようとすると.莫大なコストが必要となる。具体的には たとえば生産設備
に関しては，その設備を使う可能性がある部署や従業員の人数分を企業内に備
えるように組織を形成しておけば，相互依存問題は完全に解消されることにな
るが，それはむしろ相互依存問題を完全には解決していない場合と比較して.
全体としてのコストが増大している可能性がある。したがって.全体として自
治のコストと調和のコストの合計が最も少なくなるような組織構造を形成する
ことが経済的に最適な組織構造ということになるのであ20
これは機会原価の考え方に基づいているため，現実には測定できるものでは
ない。したがって， より実践的な考え方が提示される。それが市場能率.資源
能率およびプロセス能率である。それらの能率の内容は次の通りである。市場
能率とは.企業外部の調達市場と販売市場での潜在的な可能性を十分に利用す
7 ) V gl.Frese. E.: a. a. 0. 5.21-24 und 5.124-127. これについては.宮出将再「分柴的意思決定シ
ステムとしての企業における調整と動機づけJ r関商学院商学研究j 第47号. 2∞011~. 147-148'~r 
も参t!日されたい。
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ることや相互依存を回避することを意味している。資源能率とは，潜在要素
(人員.設備.非物質的資源)を包括的・経済的に利用することを意味する。そ
してプロセス能率とは 給付プロセスの開始時から 顧客に対して契約を実現
させるまでの給付プロセスの能率的な形成を意11未してい右。
これらの能率すべてを同時に満たすような組織を形成することができれば.
それが最適な組織構造ということになるが，現実問題としてそのような組織構
造を形成することは不可能である。そこで.それらの中でも何に関する能率を
重視すべきであるのか あるいはその重視すべき能率においてもとりわけいか
なる観点を重視すべきであるのかを確定することが必要となってくる。すなわ
ち「我が社は少なくてもこの相互依存問題だけは必ず解決しその能率は確保
しないといけない」というような相互依存問題を特定することが必要なのであ
る円この役割を担うのが競争戦略である。たとえば コストリーダーシップ戦
略を採用している企業をみてみると，そこでは，生産コストを可能な限り低減
させる必要がある。そのためには製造ラインで、原料や中間製品を大量にストッ
クして無駄なコストを発生させることのないように.また|司時に生産ラインを
中断させない程度に原料や中間製品をストックしておくというように.原材料
の流れに関するプロセス能率を高めることが重要となるo また.大量仕入れに
よって調達市場での能率を高めること あるいは自社の資源を十分に利用する
ことも重要となってくる o このように.競争戦略に基づいて，企業が特に重視
すべき能率を確定しそれを満たすことができるような組織構造を形成するこ
とがその企業にとってコスト面から見て最適な組織形成ということになるので
ある o
8) Vgl. Frese. E.: a. a. 0. S.264-273. また.これについては.宮田将菩「組織構造の形成理論J
『関西学院商学研究j 第48号. 2∞l年. 132-135頁も参照されたい。
9) Vgl. Frese. E~ a a 0. S.278-296. また.これについては.宮田将吾.上掲稿. 135-139頁も参
照されたい。
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U 組織における個人の管理の問題
以上で見たように.企業部門レベルの組織構造の最適形成にとっては競争戦
略が極めて重要であり.その最適組織形成という意思決定問題は調整の能率と
競争戦略とを考慮して解決することが提示された。しかしながら.そのように
経済的に最適な組織を形成したということだけでは.企業目標の達成にはまだ
まだ不十分である。なぜなら.そのように企業にとって最適な組織構造を形成
したとしても，組織内部の個人が規則通りに行動するのかどうかは不確実であ
り，個人には大きな行動余地が残ることになるからである。したがって.この
個人の行動余地を企業目標達成の方向へ導くことが必要となってくる。
その問題に対応するためには. ミクロ組織論 とくに行動科学的な組織論の
成果を用いて，個人の動機づけを考慮する必要がある〉この動機づけ方策とし
て.具体的には取引メカニスム (Transaktionsmechanismus) と変換メカニズム
(Transformationsmechanismus) とが提示されている。取ヲ|メカニズムとは.企
業が個人に誘因を提供しそれに対する反応として.個人が企業目標達成の方
向に貢献しようとするという関係を意味している。他方.変換メカニズムとは.
組織文化のような企業の基本的信念や目標が企業の中の個人の基本的信念や目
標と一致することから.個人の中に金業目標達成に向けて行動しようとする態
度が生まれてくるという関係を意味している。これらのメカニズムによって，
個人の行動余地が企業 H標達成の方向へと導かれることになるのであ宮。
また.この組織の管理手段として近年注目されている方策が金業内部市場と
いう考え方である。企業内部市場とは.プロフィット・センターと計算価格
(Verrechnungspreis) から構成される。プロフィット・センターとは，企業内
10) Vgl. Frese. E.: a. a. 0. S.l 55-195. また.これにつ\"ては.宮IH将吾.前掲「分業的意思決定シ
ステムとしての企業における調整と動機づけJ 149-日4頁も参照されたい。
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部において独立した成果報告が実行される組織単位であり.計算価格とは.会
計の分野では振替価格 (transfer pricing) とも言われるが，一般的に.企業内
の資源に付けられる計算上の価格を意味している。したがって.金業内部市場
とは，企業内部で取引される原材料.製品や半製品.あるいは十分ではない経
営資源やサービスの利用などに対して計算価格を設定することによって企業内
部に市場原理を導入し 各企業部門に対して独立的に成果の報告をさせるとい
う方策である。このことによって.本来ならプロフィット・センターとして管
理することができない中間的な部門 すなわち市場と直接的な接触をもたない
部門に対しても部門成果の報告を行わせることが可能となり，その部門もプロ
フイツト・センターとして管理することができるようになるので、ぁ2 口
この内部市場はその機能に応じて「現実の内部市場 (reale interne M舐kte) J 
と「仮構の内部市場(日ktive interne M舐kte) J とに区別される口「現実の内部市
場J とは.調整機能と動機づけ機能を意図して投入される内部市場である。こ
の「現実の内部市場」では.企業外部での競争市場と同様に.市場原理に基づ
いて各部門間の諸活動が調整される円すなわち 各部門は与えられた一定の権
限内で自由に行動する一方で.自由競争にさらされることになる。このように，
「現実の内部市場J においては 各企業部門には活動の自由が与えられている
ため.それに対応する成果を求められることになり 企業部門の動機づけが促
進されることになる。他方 「仮構の内部市場j では 各部門には活動の自由
が与えられていない。つまり 各部門間のすべての活動は計画によって細部ま
で確定されているのである。したがって.各部門の諸活動の調整は計画によっ
てなされている。しかしながら計算価格を設定することによって.一方では各
企業部門が主体的に取引をしているという幻想を抱くようになるために.他方
11) Vgl. Frese. E.: a. a 0. S.205-219. これについては.宮旧将吾「組織管理手段としての内部市場
の形成J r関西学院商学研究j 第50号. 2∞2年. 105-111頁も参照されたい。
126 
では自らの部門成果を報告しなければならないために 動機づけが促進される
と考えられてい20
それではこの内部市場で設定される計算価格はどのように算出すれば良いの
であろうか。この問題に関しては依然として議論の段階にあり.明確な答えは
出ていないのが現状であるが，原価基準に基づく計算価格.市価基準に基づく
計算価格，そしてその両方の長所を活用しようとして考え出された二重価格な
どの方法が示されている。これらのいずれを算出基準とするかは.最終的には
その時その時のトップ・マネジメントの合理的な判断に委ねられることになる
だろう)口
V 意思決定の合理性の問題
これまでは.組織形成それ自体の問題と形成された組織の管理の問題を検討
してきた。トップ・マネジメントは利潤を獲得し企業の存続・発展を実現さ
せなければならないが そのために組織を形成しその中で活動する個人を企
業目標達成の方向へと導くための管理方法を検討したのである口
これらの問題は.それ自体としては企業において解決されなければならない
意思決定問題であるが それは単純なものではなく.非常に複雑な意思決定問
題である口それにもかかわらずトップ・マネジメントはできる限り成果があが
るように意思決定を下し解決しなければならないのである。このため， トッ
プ・マネジメントが下す意思決定がそもそも本当に合理的であるのか，合理的
であるとすればどれほど合理的であるのかということが重要な問題としてあら
われてくる。従来， r合理性」を判断する際には， r合理的・非合理的J という
12) V gl.Frese. E.: a. a. 0" S.232-240. これにつし、ては.宮田将菩.上掲稿. 112-116頁も参照され
たい。
13) Vgl. Frese. E.: a. a. 0" S.219-231.これにつ\"ては，宮田将菩「計算価格による調整と動機づ
けJ r関西学院商学研究j 第52号. 2003年. 66-76頁も参照されたい。
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2 分法に基づくことがほとんどであったが.合理的とみなされるものが.いっ
たいどの程度合理的であるのかということを判定することも不可欠であると考
えられる。このような意味から 意思決定の合理性に関する測定コンセプトが
示されなければならないのである。
通常.複雑なトップ・マネジメントの問題は，単独の個人によっては解決す
ることができないほど困難な意思決定問題である。したがって， トップ・マネ
ジメントにおいては.その問題に関する意思決定を下す際には，準備的な段階
として議論が行われるのが一般的である。そのため.この議論がどれほど合理
的になされたかということが重要な問題としてあらわれてくるが.この問題を
測定するものが議論合理性 (Argumentationsrationalität) の測定コンセプト)であ
る口議論合理性の測定コンセプトは 議論における論証プロセスがいかに合理
的であるのかということを測定するコンセプトであるということができる。そ
の際.議論の基本的な構造が根底に置かれるのであるが.それは次のとおりで
あ 20
議論においては.まず主張がなされる。この主張が受容されない場合，主張
者に対して「なぜ」という疑問が投げかけられる口それに対して主張者は.自
らの主張が論拠づけられているものであるということを示す根拠を明らかにし
なければならな IJ\。しかしながら根拠は必ずしも主張を信用させるものとは限
14) Vgl. v. Werder. A.: Unternehmungsf?rung und ArgumentationsrationaJit?t. Grundlagen 
einer Theorie der abgestuften Entscheidungsvorbereitung. Stuttgart 194. cf. v. Werder. A.: 
Argumentation Rationality of Management Decisions. In: Organization Science. Vol.lO. NO.5. 
1999. pp.672-690. また.これにつしーでは以下も参照されたい。宮田将吾「トップマネジメントに
おける意思決定の合理性J r関西学院商学研究j 第日号. 2∞3年. 37-53頁。同 rr議論合理性j
概念の検討J r関西学院商学研究j 第55号. 2Cゆ4年. 1-16頁。向「経営における意思決定と議論
合理性一合理性測定のコンセプト -J 経営学史学会編『企業モデルの多様化と経営理論一二十一
世紀を展望してーj 文虞堂. 2α)6年. 139-151頁。
15) cf. Toulmin. St・. Rieke. R. and Janik. A.: An Introduction to Reasoning. 2nd ed. New York 
1984. また.これについては.宮田将吾.前掲「トップマネジメントにおける意思決定の合環
件:J 38-41 頁も参照されたい。
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図 1 議論の基本構造
出所: Toulmin. St. Rieke. 
R. Janik. A.: An Introｭ
duction to Reasoning. 
p.98 を参照して作成。
図 2 議論の例
Aチームに負傷者・事故が生じない場合.
Bのチーム力が強化されない場合.あるい
は監督上での失敗がない場合。
Aチームはオフェンス面とデイフェンス面で非常に強く.
最もバランスの良いチームであるが.Bチームはデイフェ
ンス面において比較的弱い。
オフェンスとデイフェンスの両面において本当に強いチー
ムのみが.その決勝戦に勝利することが予想される。
そのスポーツの過去の歴史がそのことを示している。
出所:筆者作成。
らない。なぜなら根拠が主張を信用させるには十分ではなかったり.弱かった
りするからである。この場合 その根拠の正当性を示す保証が与えられなけれ
ばならない。この保証とは ある特定の状況下では.当該根拠から主張へと向
かう推論が妥当であるということを示すものである。さらにこの保証が質問者
に受容されない場合は.その保証の背景にある情報を説明しなければならない口
この情報は支持と呼ばれる。以上のような経過を経たあとでも.質問者は.主
張が実際 lよいかなる程度の可能性があるのかについて疑問を抱くことがある o
この可能性の程度は様相と呼ばれる。この様相を示す用語の例として. r必然
的にJ r確実にJ rおそらく J などが挙げられる。この段階の次には，質問者は
提案された主張を覆すような異常な事態や例外的な状況に関する疑問を示す。
ここで主張者は.自らの主張の本質的な制限や前提を挙げなければならない。
議論のこの段階は抗弁と呼ばれる。
以上で示した議論の要素を図式化すると図 l のように示すことができる。ま
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た図 2 は.議論の一例としてスポーツに関する議論を示したものである。
議論合理性の測定コンセプトにおいては.上述した議論の基本的な構造に対
して.議論がどれくらいの幅でなされたのか.議論がどれくらいまで深くなさ
れたのか，そして賛成論拠と反対論拠があるのか.あるとすればどれほどある
のかといった点を含めることによって修正がなされ.意思決定問題の解決が 4
つのレベルに分類されるけすなわち. r論拠づけられていない問題解決J. r包
括的に論拠づけられた問題解決J. r詳細に論拠づけられた問題解決j および
「適格に論拠づけられた問題解決」の 4 つがそれであ窓口
「論拠づけられていない問題解決」とは，主張がなされたとしても，その論
拠が示されないような問題解決を意味している。たとえば 「多角化戦略は自
社にとって有利であり それゆえ追求されるべきである J というものがこれに
あたる。この場合.主張に対する論拠が示されていないので議論合理的ではな
し E 口
「包括的に論拠づけられた問題解決J の場合，提案された主張に対して.そ
の主張が成果の多いものであるという論拠が示される。たとえば. r多角化戦
略は自社にとって有利であるJ という主張に対しては「シナジー効果を実現す
るのに役立っためJ という論拠が示される。この場合 たしかに主張に対して
論拠が示されているのではあるが.その論拠を支持するための深い論拠が示さ
れてはいないっこのために信頼性は低く それほど合理的ではあるとはいえな
し \0
また. r詳細に論拠づけられた問題解決J とは次のような場合を意味してい
る。すなわち.主張に対して論拠が示されるのみでなく.その論拠がさらに深
16) c( v. Werder. A.: ibid. pp.675-679. また.この議論合理性のレベルに関しては以下の文献も参
照してレる。 v. Werder. A.: Unternehmungsf琪rung und Argumentationsrationalit縟. a. a. 0. S. 
496-5∞-
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図 3 議論合理件.のレベル
論拠づけられていない問題解決
包括的に論拠づけられた問題解決
フラット| |深い
。 2 3 孟4
3 階層以上の詳細な論拠づけが行われた論拠づけのラインの数
狭レ| |広い
詳細に論拠づけられた問題解決 。 2 3 孟4
より高い階層の論拠を支持するために示された鎗拠地13以上であった幽数
偏っている| |偏っていない
。 2 3 孟4
考慮された反対輸拠の敏
適格に論拠づけられた問題解決
出所: v. Werder. A.: Argumentation Rationality of Management Dccisions. p.679 を参照して作成。
い論拠によって支持される場合である。たとえば 上述の多角化の主張に対し
て. r多角化することがシナジー効果を実現するのに役立っためJ という論拠
が示される。さらにその論拠に対して 「買収する企業の技術は白杜固有の製
品を製造する場合にも役立っため」という深い論拠が示されることになる o
その際.これらの論拠は.確実に信頼できるほどではない場合でなければな
らない。なぜならば.確実に信頼できる論拠が示される時点で.最も合理的な
レベルである「適格に論拠づけられた問題解決j に含められることになるから
である o したがって.最高のレベルである「適格に論拠づけられた問題解決J
とは.議論において最高に信頼できる論拠が示され.それ以上の議論の必要が
ない場合として特徴づけられる。
通常.マネジメント上の問題の際には，最高に信頼できる論拠は存在してい
ない。また.包括的にしか論拠が示されない状況で意思決定問題が解決される
とは考えにくいものである。したがって.マネジメント上の問題解決は. r詳
細に論拠づけられた問題解決J に含められることが一般的であると考えられる。
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そのため.この「詳細に論拠づけられた問題解決J については.展開された議
論においてどれほどの幅で論拠が示されているのか.示された基本的な論拠に
関してどの程度の深さまで議論が展開されているのか，そして一連の議論の中
で示された論拠に関して，肯定的に議論がなされるのみならず，批判的な検討
もなされているのかということに基づいて その内部のレベルを細分化してい
る。図 3 はその測定コンセプトのレベルを示したものであるが.このコンセプ
トに基づいて.マネジメントは自らの下した意思決定が議論合理的であるのか
どうか.合理的で、あるとすればどの程度議論合理的であるのかということを判
定することが可能なので、ぁ2。
\tiおわりに
経営組織論においては，組織形成問題を論じるコンセプトとして静態的なコ
ンセプトと動態的なコンセプトとが存在しているが.本稿では.静態的な組織
形成問題.すなわち企業に対してその時その時に与えられている条件の中で企
業目標を達成するために最も適した組織構造を形成するという観点を重視する
組織形成問題を検討したいその際.組織構造の最適形成問題にとって重要な問
題領域を 3 つに分類して概観した。それらは組織構造自体の最適形成問題.組
織を管理する手段の問題，そして意思決定の合理性の問題という 3 つの問題領
域である。トップ・マネジメントは利潤を獲得し企業の存続・発展を実現さ
せていかなければならないが.そのために適した組織構造を形成し，その中で
活動する個人を企業目標達成の方向へと導くための管理方法が重要となる口ま
た.そういったあらゆる組織的な方策に関する意思決定に関して合理的な意思
17) アクセル・フォン・ヴエルダーはこの議論合理性の概念を用いてダイムラー・ベンツの新戦略
策定に関する意思決定の合理性を検証してしーる(cf. v. Werder. A.: Argumentation Rationality 
of Management Decisions. pp. 672-682.) 。 ι れにつレては.宮田将苦.前掲「トップマネジメン
トにおける意思決定の合型性J 47-51頁も参照されたい。
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決定を下すために議論合理性のコンセプトを検討したのである。これらの問題
を概観することによって，企業の実践に対して応用可能な学問的成果を提示し
たのである。
本稿では.静態的なコンセプトにおいて論じられる組織形成問題について.
一定の学問的成果を示したのではあるが 実践にとって真に有用となるために
はさらに内容を充実していく必要がある。まず組織構造の最適形成問題につい
ては，本稿では部門レベルでの組織形成問題を検討したが静態的な枠組みに
おける最適な組織形成問題にとっては.部門よりも下の作業レベルの組織形成
問題や， トップ・マネジメントレベルの組織形成問遣も重要な問題として論じ
られるべきものである。さらにこのようなさまざまな階層や局面で形成された
組織構造が本当に効果的であったのか.あったとすればどれほど有効であった
のかという成果に関する問題を検証することも非常に大きな問題として考えら
れるのである。
また.組織を管理する方策の問題については. リーダーシップ論やモチベー
ション論などを含めて.行動科学的な組織論の研究成果をさらに取り入れてい
く必要がある。最適組織形成という問題は組織を形成するということだけでは
決して十分ではないc その形成された組織がうまく機能するような管理手段を
提示することができてはじめて.実践に対して役に立つ学問的成果といえるだ
ろう。
そして最後に.意思決定の合理性の問題についてはコンセプト自体の精綴化
が必要であるが.そこには時間の観点をコンセプトに含めることも重要であろ
う口トップ・マネジメントにおいて議論を重ねることによって合理的な意思決
定を下すことはもちろん重要であるが， トップ・マネジメントの意思決定状況
18) ζ れについては，宮田将吾.前掲「トップ・マネジメントの職務と組織J を参照されたいの
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においては迅速な意思決定が求められる場合も考えられる。また，議論合理性
のコンセプトが実践にとってさらに有用となるためには.成果との関連も検討
する必要があるだろう。いかなる環境の下で，いかなるレベルの議論合理性が，
いかなるレベルの成功に導くのかということを明らかにすることも京要であり.
この点に|則する研究も今後の大きな課題の l つである o 今後.これらの課題を
検討することによって 実践に対して真に有用となる学問的成果を示したいと
考えている。
